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子育て支援に関する文献検討と母親への支援の課題
Literature review on issues relating to supporting mothers and child-rearing

浦山　晶美 1）

Akimi Urayama

要旨
　本研究は、 母親への子育支援の内容、活動上の課題を明らかにし、今後の子育て支援の方向性を検討する
目的で文献検討を行った。方法は育児中の母親への子育て支援に関する文献についてデーターベースを用い
て検索し、支援活動内容と課題について検討した。結果は、母親への子育て支援の活動内容として、【育児・
教育トレーニングプログラムの提供】【母親たちが集まる場所の提供と活動】【行政事業等で相談や家庭訪問
による心理および実務的なサポート】【電話やインターネットを利用した相談支援】【子育て相談役のボラン
ティアの育成】の 5 つのカテゴリーが挙げられた。課題として、「サポートを維持させること」「信頼関係を
構築すること」「母親の育児に対するネガティブな感情へのサポート」「支援の必要な母親を見極めること」

「他職者との連携」「支援者側の力量不足」等が挙げられた。今後の子育て支援の方向性として、世代間連鎖
という概念からも、長期影響を見据えた、切れ目のない信頼関係を築き母親とのラポートを培うことができ
るサポートが重要であることが示唆された。

キーワード：子育て、母親支援、子育て支援の課題 

Abstract
　The purpose of this study was to review the literature about child-raising support activities available 
for mothers, to determine the future direction for child-rearing support. The database search method 
was used. Results revealed five categories of activities namely [provision education program for training 
in child care] [places where mothers are offered these support activities] [administrative activities for 
providing psychological counseling and home visits and related practical support] [Internet and phone 
consultation assistance] [training for volunteer child-rearing Adviser]. There are the challenges facing each 
of these methods such as ensuring continuing support, difficulty in gaining mothers’ trust, supporting 
mothers who have negative feelings, providing linkages with other professionals as and when needed 
and lack of competence among the service providers. The findings also suggests that there could be a 
significant need to train providers cultivating communication competencies to help them develop ways to 
establish rapport and a trusting relationship with the mothers during their support activities

keywords：child care, support to mothers, child-rearing challenges to support, 
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Ⅰ．はじめに
　児童相談所に寄せられる虐待に関する相談件数
は、2016 年の速報値では、103,260 件にまでおよん
だ 1）。1990 年の虐待相談件数と比較すると 100 倍以
上の増加率である。虐待の内容別でみると、2013 年
までは身体的なものが一番多く、次いで心理的なも
のが多かった。しかし、2016 年度では心理的なも
のが全体の 47 ％、次いで身体的なものが 28 ％、ネ
グレクトは 24 ％、性的なものは 1 ％である。心理
的な虐待は統計で出された実数よりも多いことが
予測される。虐待は密室で行われることが多く、ま
た乳幼児期では訴える術がないことから、養育者よ
りつらく当たられ、または無視、暴力、暴言を吐か
れても告白できないことを考えると、実数で表され
る件数は氷山の一角であると考えられる。また、児
童虐待死亡の加害者は、圧倒的に母親によるものが
多い。そして、３歳未満の幼児のほとんどが家庭内
で、母親によって養育されており、母親の子育ての
孤立感や育児ストレスなどの解決は喫緊の課題で
ある 2）。育児困難や虐待の要因として、養育者、子
供、環境等の要因などが複雑に組み合わされ発生す
るといわれているが、最近では子育てのモデルとな
るような大人の存在がいないことも原因として挙
げられている。
　一方、虐待件数は増加し続けているが、出生数は
年々減少傾向を示している。生まれてくる子どもの
数が少ないうえに、虐待が増加しているという現象
は未来の社会は危機的な状態にあるといえる。つま
り、国の繁栄は次代を担う子どもの資質と数に左右
されるからである。しかも多様な子育て支援がされ
ているにもかかわらず虐待は増加し続けているこ
とは重大な事である。そして、健やか親子２１（第
二次）では、少子化時代における母子相互作用のサ
ポートに注目し、安定した愛着形成が子育ての世代
間伝達に大きな影響を及ぼし、かつ不適切な養育態
度を受けた子どもが被る精神的なダメージの代償
の示す意味の深さから虐待防止を重要課題として
取り上げている 3）。
　そこで、本研究は子育て中の母親を対象にした子
育て支援に関する国内文献を整理し、支援の内容、
活動上の課題を明らかにし、今後の支援の方向性を
検討することを目的とした。

Ⅱ．研究方法
1）検索方法
　2011 年 1 月から 2016 年 9 月に発表された母親へ
の子育て支援に関する国内文献についてデーター
ベースを用いて検索を実施した。キーワードは、［子
育て支援］［母親サポート］［虐待予防］を条件に検
索し、原著・研究報告・解説論文 91 件がヒットし
た。そのうち、母親への子育て支援の具体的な介入
方法が示されているものは 28 件、また、研究目的、
方法、結果、考察等の体裁を整えた論文 12 件を精
選し、それらを分析対象とした。
2）分析方法
　今後の母親への具体的な支援の方向性を検討す
ることから、活動内容と課題に焦点をあて分析を実
施した。子育て支援の具体的な共通する活動内容を
質的にカテゴリー化し、それぞれの課題について検
討した。ここでの具体的な活動内容とは、医療従事
者や公共施設の子育て支援課従事者たちが、母親ま
たは養育者を対象に何らかの介入を実施したもの
を示す。

Ⅲ．結果
1）検討対象となった文献
　本研究の該当文献は 12 件で、それぞれの文献の
代表著者名、発行年、目的、対象、研究方法、具体
的な支援方法と評価の概要を表１に示した。

2）具体的な活動内容
　12 件の文献を精読し活動内容から【育児・教育ト
レーニングプログラムの提供】【母親たちが集まる
場所の提供と活動】【電話やインターネットを利用
した相談支援】【行政事業等で相談や家庭訪問によ
る心理および実務的なサポート】【子育て相談役の
ボランティアの育成】の 5 つのカテゴリーに分類す
ることができた。
　次にカテゴリー別の支援内容と効果、課題につい
て述べる。
① 育児・教育トレーニングプログラムの提供
　 対象論文 4 件（表１の論文番号 5、10、11、12）
　トレーニングプログラムの内容として、まず、ペ
アレントトレーニング（PT）がある。これは、養
育者のために発達障害のある子供への適切な対応
が習得できる方法で子供への行動改善、心理的効果
の期待できる手法として使われているが認知度が
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表１　子育て支援の活動内容と評価に関する文献の概要 少ない。また、実施報告として、健常児と発達障害
のある子どもにこの手法を実施している。一つの手
法として子どもへの適応行動目的に褒め方等のト
レーニング手法があり、習得することにより擁護者
の日頃の育児不安が軽減され、育児に自信がつく等
の効果が報告されている。しかし、子どもに兄弟が
いる場合や子どもの状況によって手法を工夫する
必要があり、効果には個人差もみられ、テクニック
的な要素が大きいことが指摘されている。
　次に、1980 年代に豪州で開発された前向き子
育てプログラム（トリプル P：Positive Parenting 
Program）がある。認知行動療法に基づいた 17 の
子育てスキルを学ぶもので、親が子育ての知識を深
め、子どもとの効果的な関わり方の具体的なスキル
を学習することによって、問題解決能力を身につけ
ることを目的に作成されたもので、2 ～ 4 回のセッ
ションがある。実施するにあたりプログラム遂行の
ためにファシリテーターを養成する必要がある。研
究論文では、実施時の効果を質的に分析し判定した
ところ、子どもと親の心理負担が軽減する等の心身
症予防が期待できる可能性が示唆されているが、親
の情緒面の安定性を獲得するまで繋がることには
至っていなかった。
　親支援プログラム（Nobody's Perfect）を活用
し、子育て支援の有効性についての文献がある。
Nobody's Perfectプログラムはカナダで開発され、0
～5歳の子どもの親がグループの中で互いの体験や
不安を話しあうことによって、子育てのスキルを高
め、自信を取り戻していくことを目的に作られた。
講座は週 1 回 2 時間連続 6 回開催を 1 クールとし、1
回の参加者は虐待リスクのある母親12名である。イ
ンタビューにより効果を判定し、母親のエンパワー
メントがついたとの報告であった。そして、母親の
肯定的な変化が示された。しかし、効果が左右され
る要因として、話し合いのテーマのとりあげ方、母
親間の相性の適合性、虐待をしていることの通報義
務のジレンマ、ファシリテーターの力量等が課題と
して取り上げられている。
　各トレーニングプログラムの共通する課題とし
て継続的に実施すること、母親の育児に関するネガ
ティブな感情へのサポートが取り上げられていた。
② 母親たちが集まる場所の提供と活動
　 対象論文 4 件（表１の論文番号 1、2、7、8）
　病院施設で出産した母親に対して、産後 1 ～ 3 か
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月に施設に集まり育児相談をしながら、他の母親と
の交流の場を設けて育児ストレスの軽減目的の母
親の集いがある。効果として、外に出る機会がない
母親とっては行く場所ができたことや、育児に関す
る情報が得られた、ママ友ができた等があるが、長
期的な効果は未知である。
　次に、『赤ちゃんサークル』を設置し、サークル
に4回以上参加した母親についての参加効果を明ら
かにしたものがある。母親が数回以上参加すること
により情緒的な支援効果がみられるが、参加できな
い母親には《ハードルの低い入り口》を考慮する必
要性があり、また継続してサークルを実施すること
の困難さ等の課題があった。
　母親の自発的な養育解決能力を育成することを
目的に参加型学習会の場を 3 回設置し効果を判定
したものがある。学習講習会開催の全準備として
ファシリテーターとなる人は、専門家 PACAP（Pre-
Assessment of Child Abuse Prevention の略称）の
講義を受ける必要がある。実施した地域は離島であ
ることから、外部から入ってきた母親の効果とし
て、母親間の交流ができ、継続して実施することの
期待がみられた。
　助産師が行う育児相談室開催場を設置した研究
では、育児不安を軽減することを目的とし、母親の
悩み相談の他、母親同士の交流も兼ねた場を創造し
たものがある。実施後の効果として、助産師が母親
と一緒に悩みを解決する等があった。しかし、参加
者が多いと助産師とゆっくり時間をかけて話せな
い、十分に関われない、また必要時の他職者との連
携が難しい、助産師の力量に個人差があること等の
課題があった。
③ 電話やインターネットを利用した相談支援
　 対象論文 2 件（表１の論文番号 3、9）
　母親の育児不安解消に向けて、京都市保健医療相
談・事故防止センターが設立され10年間の電話相談
の効果を散見した報告書がある。電話による相談で
だけでは実際が見えないことのジレンマや、実際面
談しなければ問題が見えてこないものや、他職者に
連携しなければならない事例についての限界等の
課題が見えた。大方の相談者は電話相談で満足した
と回答するものが多かったが、相談者の抱えている
課題の程度によって効果の有無が左右されやすく、
支援の必要な母親を見極め、信頼関係を構築するこ
との困難さが課題としてある。

　核家族化や地域連帯感が希薄になり、インター
ネットを頼りに子育てをしている母親が増加して
きている。そこで、子育てに関連するインターネッ
ト情報利用の実態調査を実施した研究がある。結果
は、全体の 8 割以上が子育てにインターネットを利
用し、信頼できない情報の選択やネット上で母親同
士の意見交換が適性に行われていることを見守る
必要があることを指摘している。
④ 行政事業等で相談や家庭訪問による心理および
　 実務的なサポート
　 対象論文 1 件（表１の論文番号 6）
　大分県中津市の虐待防止に関する取り組みを紹
介した文献である。養育支援訪問事業で特定妊婦を
固定し切れ目のない支援を目的に乳幼児家庭全戸
訪問を実施し、集団健診でのアセスメント等を実施
しサポートをする試みである。保健師による全戸訪
問に加えて、気になる家庭に関してカンファレンス
を実施し、必要時適切な他職種に連携し心理的、実
務的な支援を実施している。連携他職種とは医療施
設の職員、児童相談所の職員、臨床心理士、警察
署、学校教育課いじめ相談室である。子育て支援の
特に虐待防止取り組みに関する活動として、まず、
サポートが必要な母親を見極め、育児に対するネガ
ティブな感情への支援が必要であるが、実績として
の効果判定には時間が必要である。
⑤ 子育て相談役のボランティアの育成
　 対象論文 1 件（表１の論文番号 4）
　地域の若年の母親をサポートすることを目的に、
地域住民のボランティアを育てる子育て支援を実
施し評価した研究ある。介入方法は、保健師が若
年（10 代）の母親のために子育て支援の活動を企
画し、これに地域の中年の女性が参加し、共に活動
するという方法である。グループインタビューの結
果、参加した住民は若年の母親の振る舞いに戸惑い
つつも、やはり母親同士であるということから期待
を持って理解しようとし、これまでの若年の母親へ
の認識が変化していた。このような活動を通じて、
理解ある相談役のボランティアの育成に繋がり、ま
た「母性」を持つ若い母親たちを愛情のまなざしで
見守り、支える地域つくりに役立つことが示唆され
ている。しかし、若年の母親と相談役のボランティ
アとの信頼関係を築くには時間が必要である。

3）検討対象となった文献の活動上の課題
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　これまで、対象文献をカテゴリーに分類し、カテ
ゴリー別にそれぞれの活動内容と課題について述
べた。それぞれのカテゴリー別の文献内容から記さ
れた課題をまとめると、「サポートを維持させるこ
と」「信頼関係を構築すること」「母親の育児に対す
るネガティブな感情へのサポート」「支援の必要な
母親を見極めること」「他職者との連携」「支援者側
の力量不足」が抽出された。従来の子育て支援活動
の課題は今後の活動する上においての改善のポイ
ントとして活用できる。健やか親子第二次において
も「切れ目のない支援」を重点課題として取り組ん
でおり、本研究ではそれに加えて、支援者側と支援
される側において双方のラポートを成立させ互い
の信頼関係を築くことの重要性が明らかになった。
それらの内容と今後の期待される支援の方向性を
図式化し図 1 に示した。

Ⅳ．考察
　多様な子育て支援が実施されているにも関わら
ず、子育て困難や児童虐待の件数の減少はなく、寧
ろ増加し続けている。そこで、本研究は現代の育児
中の母親への子育て支援に関する内容を理解する
ことは重要なことと考え、母親への子育支援の内
容、活動上の課題を明らかにし、今後の子育て支援
の方向性を検討する目的で文献検討を行った。
　本研究の結果、母親への子育て支援の活動内容
として、【育児・教育トレーニングプログラムの提
供】【母親たちが集まる場所の提供と活動】【行政
事業等で相談や家庭訪問による心理および実務的
なサポート】【電話やインターネットを利用した相
談支援】【子育て相談役のボランティアの育成】の
5 つのカテゴリーが抽出され、それらの活動内容で
明らかになった課題は、「サポートを維持させるこ

と」「信頼関係を構築すること」「母親の育児に対す
るネガティブな感情へのサポート」「支援の必要な
母親を見極めること」「他職者との連携」「支援者側
の力量不足」である。最近では子育てのモデルとな
るような大人の存在がいないことも、育児困難の要
因としてあげられている。本研究から抽出された子
育て支援の課題を改善し、母親が継続して頼れる
モデルとなるような存在が側にいるような制度を
フィンランドで編み出しされたのがネウボラ制度
である 16）。妊娠期から就学前まで家族全体の心身
の健康サポートを目的とし同じ担当者、通称「ネウ
ボラおばさん」が継続的にサポートするシステムで
ある。また、必要に応じて無料の妊婦健診の他に家
庭訪問も組み込まれ、適時、ネオボラを通じて栄養
士、心理療法士、ソーシャルワーカーとつなぐこと
ができる。このような制度は、お互いに信頼関係が
築きやすく、問題の早期発見、予防、早期支援に繋
がり、虐待件数が激減し、出生率が上昇されている
ことが報告されている。日本においても、一人のサ
ポーターが妊娠初期から健診、出産、産褥、育児、
そして就学まで、切れ目ない支援サービスが母子の
健やかな育成に如何に重要であるかが認識され始
めている 17）。これを実施するには多額の費用が掛か
るが、児童虐待によって生じる社会的な経費や損失
を考えると、実施する価値はある。
　日本では、育児不安を抱える母親が増加し、育児
不安は虐待に結び付くことが多いことから、国の
政策として「乳幼児の育成指導事業」「産後ケア事
業」「乳幼児健診における訪問事業」「育児支援強化」

「共働き家庭育児休日相談事業」「乳児家庭全戸訪問
事業（こんにちは赤ちゃん事業）「養育支援」が実
施されている。また、2016 年 7 月厚生労働省から、

「我が事、丸ごと」と題して、子育て支援に関する
内容でも新たな方針が打ち出された。地域における
住民主体の課題解決・包括的な相談支援の考案であ
る 18）。従来の子育て支援の限界から、地域包括的に
支援を立案していく構図であるが 19）、まだ具体的な
活動は見えてこない。現在、行政は少子化対策とし
て仕事と子育ての両立を支援する観点で保育サー
ビスの強化が行われている 20）。これは、一億総活躍
社会づくりが進められる中、母親も貴重な労働者と
しての一人としての期待もあろう。しかし、せっか
く生まれてきた子どもが、不適切な養育態度を受け
不安定な愛着を形成、または虐待死することのない

 

図１．母親への子育て支援の活動内容５つのカテゴリーと
その課題・今後の方向性
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社会に変革していかなければならない。そのような
社会を実現させるにはどのような子育て支援が必
要か現状をふまえて、また他国のアイディアを参考
にしながら、自国の状況に適合した支援方法を探求
する必要性がある。
　今回の文献検討では、子育て支援に関する母親へ
の具体的な支援活動内容に焦点を絞り、かつ論文の
体裁が整ったものに限定した。よって、まだ多様な
子育て支援が多く実施されている現状を摑みきれ
ていないことは否めない。しかしながら、多様な子
育て支援が実施されているのにも関わらず虐待件
数が増加している事実がある。国（地球）の繁栄は
次代を担う子どもの資質と数によって左右される
ことを鑑みると母親へのサポートは国の重要課題
である。多くの母親が育児不安を抱え、そして少子
化の時代において数少ない子どもたちが不適切な
養育を受けている現代社会は危機的な状態である
こという認識に立って、切れ目のない支援と母親の
不安が軽減できるようにラポートを成立させ信頼
関係を築くサポートを考えていくことは重要なこ
とである。
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